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部門聞の連関構造

← ー 13部門分割モデルjによる実証分析一一

山田

井原

之

雄
浩

健

工はじめに

産業連関表とは，いうまでもなく，ある期間に行なわれた財貨の産業間取引

壱示す表であるが，よらにわれわれは，技術に関するいくつかの強い仮定を導

入することによって， それを単なる記述上の工夫 (descriptivedevice) から分

析用具 (analyticaltool)に変えることができる1九その場合， 中心的な分析用

具となるものが，投入係数表より導出される「逆行列係数表Iである。したが

って，この逆行列係数表の応用によって，産業聞の連関構造をかなりの程度ま

で描き出すことができる。

しかし，この逆行列係数は，投入係数壱媒介とした産業間波及の効果壱示す

1つの指標ではあるが，それはあくまでもすべての産業壱一括考慮した場合に

おける「究極的波及の総効果」を与えるにとどまっている。かくて，いま産業

連関表に含まれる全産業を，物的生産部門，サ ピ旦部門，運輸関係部門とい

う異質的な 3つの部門に分割したとき，これら各部門聞の部分的な相互連闘の

構造は，通常の逆行列係数表による分析では何ら解明されえない。すなわち，

これをより具体的にいえば，逆行列係数表に示される究極的波及の総効果のう

ち，正?の程度の割合が物的生産部門自体の活動によるものか，またどの程度がサ

ービス部門あるいは運輸関係部門の活動を通じて増幅されたものであるのか，

さらにまた，特定2部門，たとえば物的生産部門と運輸関係部門， との相互連

1) Dorfman， Sa叩 uelson，Solow， ClJ. pp. 208-210参照。なお，技術に関する仮定として つ
ぎの 3点を指摘している。 (i)規模に関して収穫不変. (ii)等量曲固の凸性， (iii)固定的生産係
数ロ
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関について，前者の生産活動が後者に与える波及効果と後者の生産活動が前者

に与える波及効果との比較検討を行なうこと等は，すぐれて重要な問題壱構成

するにも拘らず，これらの問題に対する究明は，いまだ十分になされていると

はいえない。

そこで，これらの問題に答えるためには，通常の逆行列係数について， ζ れ

をさらに幾つかの局面に分けて考察を進める必要がある。かくて本稿では，上

にあげた異質な特定 3部門〔すなわち，物的生産部門，十一ピス部門3 運輸関

係部門)相互の波及関係の構造壱解明するため仁，昭和35年産業連関表に対し

て， ，3部門分割モデノレ」の茄用壱試みることにする"。

E 分析に必要な諸概念
@ 

まず，以上の分析目的にとって必要な諸概念を定義しておこう。定義するに

あたって，産業連関表に含まれる全産業が 3つの異質的なグループに分割され

てドる場合を考える o これに対応して投入係数行列Aは，りぎのような小行列

に区分することができる。

8
 

1
 

a
 

J
 

1
 

J
 
r All:A12A13il II 

A = I An:AZ2:A231} l2 
lAnA3z:As3)} ls 

ここで， li(~=l， 2， 3)は各部門に含まれる産業数を表わしている。(なお

以下においては，各グノレーフーを「部門Jとよぶことにする。かくて第 Z部門は

ん個の産業から構成されている。) そして，各小行列は，一般的に，つぎのよ

2) 産業連閣の構造を!いくつかの部門一一産業グループ に分割して分析しようとする研究に
はj 改の 2つの方向が考えられる o

(，) 投入係数表にまる分析
(ii) 逆行J"U係数表による分析

(i)については Ghosh (2)，筑井(6)の研究が注目すべきものである。 (iiHi，宮沢(3)に
よって開括された r2部門分割そデルjを出発点として，その後， I宮沢 (4]， 山田 井原(7]
によって r3部門分割モデル」への発展が試みられた。本稿は，次節において一般に缶意の数に
部門を分割した場合の「部門分割モデル」において成立する諸定理を提示することによって， 3部
門から一般に t部門への拡張が可能であることを示唆G，一一本稿では紙幅の関係上示唆にとど
めるー第3節で r3部門分割モデルjによる実証分析をおとなう。
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うに定義される。

Aり 第 1部門における第 τ部門産品の投入係数(liX lj行列， i， j=l， Z， 3) 

また，投入係数行列Aは非負行列であり .(I-A)につし、てI1awkir日 -Sirnon

の条件がみたされている。 したがって， これに対応するレオ Y チェフ逆行列

(I-A)→を， さきの投入係数行列Aと同じ仕方で各小行列に区分すれば，つぎ

のように示される。

3
 

1
 

2
 

1
 

1
 

1
 íCl1 ~C12:C臼11 1， 

(I-A)-'=IC，点"C"Ilら
lC31，:C.'IZ，:CssJ} 13 

(なお， 以下において，G.;;" Cij (i，j=l. 2， 3)を ivオ Y チェフ乗数Jとよ

ぶことにする。)

さて， このような 3部門分割モデノレにおいて，各部門間波及の構造をより詳

細に把握するという本稿の目的は，究極的波及の総効果を示すレオ Yチヱフ乗

数 Cii，CiJを，経済学的に有意な小行列の積あるいは和の形に分解・表示する

ことによって達成される， ということができる。したがって，われわれの分析

にとって必要となる経済学的に有意な諸概念を一括提示すれば，つぎのとおり

である。なお，以卜において，各記号の右肩につけたカヅコの中の数字は波及

が考慮される部門の数を示すヘ

(1) 内部乗数"

(1部門) B" (または Bi!っ- 第 z部門の白部門内部乗数(1，x 1，行列)

(I，-A，，] -'= [B，，) なお，I，は/，衣の単位行列を表わす)

(2 部門 B.{( または B~n......i ， j部門間波及宇考慮した，第 z部門の内部

乗 数5) (11， X li行列)

3) 前植では， .部門分割そデルと 3部門分割モデノレどの違いを強調するため，概念構成を若干複
雑化しているがj 本稿では 3部門'cデルば t部門に拡張可能であるという 1 われわれが行なった
その後の聞論的知毘を左りし、れながらj より簡明に理解できるよう，概念構成とその flotatlOn ~;: 

若手変更を行なった。ただし1 その説明については紙幅の関陣土与別の機会に行なう予定である。
4) (I-A)について， Hawki回目monの条件がみたされていれば，その部分逆行列j すなわち各
部門四自部門内部乗数，(I_AU)-l=Bu.の存在が保証される。

5) 前橋j 山田 井原r71では.r偏レオ γチェア乗数Jとよび，Ml~ で表わした概念に対応する。
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[L Ag 一川=[BA時!
Ajt Ij -AjjJ lBW Bj~J 

(3部門 Bfl"(または BZワー i. j， k部門間波及を考慮した，第 z部門の

内部乗数(liX ti行列)

11A 
A 

AlEz… -AJi Ij-AJi -AJr.
1

引再，;) BJ: BW 

Au -Aりんぬ，1 lB民 B~，? Bl{ 

(3 部門分割の場合には~ Bí~)=Cii) 

(2) 複投入係数

(2部門 Ai{=Ati十A;;JBnA:H'.....i→y→z波及によって増幅された，

〔または A~~)=AU)+Ag)BWAWJ →z の複投入係数(I， x 1，行列)

( 3 部門 A;;~= Aij + AikBkkA"，j・・ 1→h→@波及によって増幅された，J→zの

〔または AW=Ag)+AWBi2AWJ 複投入係数(1，xら行列)

A{f = Ai~ + AaB点A点 z→h→1→h→z波及によって増幅された，

C または A~!)=Ai~)十 A~~)BWA~~)) →h→z の複投入係数 (1; x 1‘行列〉

(3) 生産誘発係数

(2部門) 曲 j=B
“
Aij・・ y→zの生産誘発係数(1，x 1，行列)

〔または αW=Bg)AWJ

(3 部門 ai~= B.占Ai~ ・・1→h→τ 波及を考慮した ， J→zの生産誘発係数"

〔または U23ニ BH)AWJ (lt X 11行列)

(4) 投入誘発係数

(2部門) 仏J=AリBw.....j→zの投入誘発係数(1..x lj行列)

〔または ss)= A~~ B)})] 

(3部門) β占 =Ai~Bj~".' ..j→h→z波及を考慮した J→zの投入誘発係数

〔または ßW=Ag>B~?) (lt xら行列)

6) 以下，前稿で用い t，~ r複生産誘尭冊数J. r桓世入誘発係数J. r複外部乗数」の呼称が本稿で
比 「生産誘発係数J. ，投入誘尭係数J. r外部乗数」の呼称のもとに統ーされ 各諸概念に付
与した『複」の宇は考慮している部門数の明示によって，通常のそれと区別されることtなる。
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(5) 外部乗数

(2部門 Ki{=(Ii-aijaμ) -'. τ→1→z波及を考慮した，第 τ部門の外部

〔または Ki;)=(Ii ーαf?a)~)) ~lJ 乗数(ι×ん行列)

(3部門 Kff=(Iiーαflak{)-1 ・2→J→h→1→d波及を考慮した，第 z部 門

〔または Kf~)= (l，-α智aj，S;)-1J の外部乗数(1iX li行列)

さて，己れらの諸概念相互聞の関係に注目すれば， 般的につぎの定理の成

立をみる。

〔定理 1] 

i=2， 3;・ ・・，附け，j=l， 2，・ ・，叫について，次式が成立する。

1) B~P=KWB~~-l) 

2) Bi~)ニ aWBW=B~PßW

〔系〕

(I -A"')-'において B...P=K"WBiiをみたすZZ;;〉が存在すもそのとき，

ki;〉は，総外部乗数とよばれる。

〔定理 2) 

t=z， 3，…刑;z，f，h=1，2， ・，附について，次式が成立する。

1) B~P=Bl:-l)十aWB詑ßW

2) BW=Bg-I)+αWBWsi/j 

〔系〕

(I-Aω) -，において，次式が成立する。

BiP=BH十α，LJB;;lßJi+ αiP且定供~l+ ・・ 十αiPBitlβif 

〔定理 3J 

t=2， 3， ・・，刑 i=l，2， ......，刑について，次式が成立する o ~ 

BiP= (Ii← AWJ-1 

とこで 3部門分割モデノレの場合に，以上の諸定理から導かれる関係をまと

めておくならば，次のようになる。

( i) BW= K~:)κ;{B“ = K~~) B~!) = E{{ + αWB~~ßi~) 
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=Bii十αdBjjsμ一行α詩'B綜両日J

':C ii) Bi})= Bg)si;) = aWBf?=Bi]l+ a~~)B~S;ß~a) 

28 (430) 

(iii) BW=(Ii-AW)-l 

かくて，われわれは，これらの関係式を用いて，さきの投入係数行列にもと

づく各部門間波及の構造を，具体的数値によっ仁明らかにする ιとができる。

E モデルの適用による計測結果の要約

ここで，昭和35年産業連関表に対して，われわれの 13部門分割モデル」を

適用してみよう。まず，そのために，産業連関表に含まれる全産業を(1)物的生

産部門. (2)サーピス部門. (3)運輸関係部門の 3部門に分類し，総計35産業より

なる簡易統合表を作成した。その内訳は，次のとおりである九

第 l部門ー→物的生産部門 (21産業)

農林漁業，右炭・石油・天然ガス，金属・その他鉱業，食料品，

繊維，製材・家具 パノレプ・紙，印刷・出版，皮革・ゴム，化学

工業. 1当油石炭製品，窯業・土石，鉄鋼業，金属製品，一般電気，

精密・その他，輸送機械，建築・土木，電力，都市ガス，水道，

分類不明

第 2部門ー→サービス部門 ( 7産業)

卸売業，小売業，金融，保険，不動産，対事業所サ ピス. >rt個

人その他サ ピス

第3部門ー→運輸関係部門 ( 7産業)

国鉄，軌道・道路旅客 その他，道路貨物，水運，航空，倉庫，

通信

業産5
 

3
 

計

はじめに，前節で与えた諸概念との対応そ考えて，以下では，物的生産部門

に1，サーピス部門に 2. 運輸関係部門に 3. の各添字を与えておこう。

7) 木節での研究は，すでにわれわれが「運輸部門の産業連関分析J山田 井原[9.]で試みた実証
分析をさらに内容的に拡充したものであり したがコてj それを補完するものといえる。なおj

簡易統合岩の作成にあたっては，生産者価格評価査にもとっき j サービス部門と運輸関係部門の
細分化に重点をおいたQ われわれの開易統合曹と公表されている153部門基本吾， 56部門統合主
との部門分類の対応関係について仕，山田井原[9.]，p.206を毒照されたし、。 また 本節で
の計算は，京都大学工学部電子計算機 KDC_II(HITAC 5020)によ v て行なった。
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ところで，上記産業分類にもとづく 3部門聞の交流関係を分析する際，いず

れの部門にその起点を求めるかが，当面の課題として浮かび上ってくる。そこ

で，この点については，経済全体としてみた場合，物的生産部門の活動が主導

的役割をはたしており，サ一ピ1 部門および運輸関係部門の活動は物的生産苛L

門の活動によって誘引される，とみる見方が支配的であるように思われる o し

たがって，われわれは，物的生産部門の活動にまず注目して，以下，それを基

軸とした実証分析を進めてし、くことにしよう。

[1] 内部波及率による分析

すでに説明したように，物的生産部門の自部門的部乗数 Bnは，他部門への

波及効果を無視した物的生産部門だけの内部波及の効果を表わし，他方，物的

生産部門の 3部門間内部乗数 BFは，物的生産部門一→サーピス部門ー→運輸

関係部門という全3部門間波及のノレートを通じて物的生産部門にはねかえって

くるその究極的総効果壱表わしている。そこで，いま前者の内部乗数 (Bn)を

計測し，その各要素を後者の内部乗数 (Bi~)) の同位置にある要素で割ってやれ

ば，物的生産部門の《内部波及率〉とよびうる係数行列がみちびかれる。なぜ

なら，その各要素は 3部門聞の交流関係を考慮した物的生産部門についての

総波及効果のうち，物的生産部門自体の内部活動によ行てもたらされる比率を

示すからである。この内部波及率は行列形式で与えられるが，以下その行平均，

列平均壱それぞれ感応内部波及率，影響内部波及率とよぶととにしよう。

われわれの計測結果によれば，物的生産部門の内部波及率についてみる限に

影響内部波及率の分散よりも感応内部波及率の分散の方が大きいとし寸事実が

検出された" これは， おそらく感応内部波及率自体が産業の性格によってか

なり左右されるということの反映と考えられる。そこで，この感応内部波及率

を基準にして，物的生産部門の産業区分を行なったのが，表 3-1である九

8) 物自生産部門の感応内部置及率が50%台から90%台にかけて広範囲に分散しているのに対しj

その影響内部波及率は殆んどすべてが80%台に集中している。ただしサ ピス部門!運輸関係部

門については妥当しなし、。

，) ここでの，内部法及率による産業区分とその表訂、の仕方は，宮択C3)， p. 111に負うているれ
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表 3-) 内部波及率による物的生産部門の産業区分

第 (ω 金属 叩業窯業土石一電力金属製品

群 (2) 農林漁業，鉄鋼業，食料品，精密・その他，一般電気

群 (2) 石油石炭製品，水道，都市ガス

第群[1 (1) 建築・土木，皮革ーゴム

(2) 印刷・出版，輸送機械

(分類悲準)

第I群 物的生産部門の感応内部波及率が90%をこえる産業を示す。さらに!これを，内
部技及率の分布(各要素の行別分布〉買多額仁留意して分類すれば (¥1は95%以上
の比率を示す要素が過半を占めてし、る産業であり， (21は95%から80%台にか吋て
分布している産業であるロ

第H群一 物的生産部門の感応内部波及率が86%~90%にある産業を示す。つぎに その内
都世及車の分布をみれば.(1)は70%台の比率を含む産業でるり (2)はさらに60%

台の比率をも含む産業である。
第皿得 物的生産部門の感応内部波及率が85%以下の産業を示す。そのうち， (1)は内部担

及率が909品科から50%台にかけて広く升布している産業であり (2)は最も低 00
%台から30%台にかけて分布しれ、る産業である。

〔なι 各群内における産業名目配列順序は，感応阿部波及車の大小の序列ピ土っており ま

た「分類不明」項目は上表より除いてあるJ

表 3-1は，物的生産部門の他部門への依存度の強弱にもとづく産業区分を

要約的に表示したものであるロしたがって，この表では，第 i群から第 E群へ，

第 E群から第四群へと移るにつれて，物的生産部門内部での波及部分が少なく

なり，逆に他部門への依存度が増大するように諸産業を配列している。たとえ

ば，第 I群に属する諸産業はすべて，全活動の90%以上を物的生産部門の内部

波及に依存していzのに対して， 第 E群に属する諸産業のうち， とりわけ印

刷・出版，輸送機械の 2産業については，物的生産部門の内部波及による部分

は，全生壁活動のほぼ邑0%にあたり，その残余は，他部門を介「る波及部分だ

とみることカfできる。

それでは，なにゆえに物的生産部門の内部波及率について上記のような構造

上異質な patternが生ずるにし、たッたのか，これをつぎに究明する必要がある。
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[2 J 外部乗数による分析

さて上記の問題壱解明するため，ここでふたたび内部波及率の経済的意味を

考えてみよう。定義より明らかのごとしその各要素は，総波及効果のうちど

れ程の割合が物的生産部門自体の内部活動によってもたらされたかを示す 1つ

の概括的な指標と解釈できる o その場合，総波及効果とは，物的生産部門の内部

活動を初発点として，ぞれが他の 2部門(すなわち，サーピス部門と運輸関係部門)

への波及を通じ増幅され，ふたたび物的生産部門にはねかえってくるその究極

的な増帽効果を表わす。したがって，内部波及率の各要素に差異が生ずるとす

れば，それは他部門経由による増幅効果の差異に起因すると考えられる D

いま，この点壱分析的仕形でおさえるために，次の 3つの局面に分けて検討

を方日えることにしよう。

( i ) 物的生産部門の運輸関係部門経由による局部的な外部乗数効果

(ii) 物的生産部門のサーピス部門経由に上る局部的な外部乗数効果

(iii) 上記2つの外部乗数の相互作用による副次的な交絡効果

まず，第 1の局面は，物的生産部門の内部活動 (B，，)が，サーピス部門への

波及壱無視した運輸関係部門のみとの誘発連闘の過程を通じて，物的生産部門

自体にはねかえってくる増幅効果壱意味しており， したがって，その効果は，

われわれの概念に従えば，運輸関係部門への波及壱考慮した物的生産部門の外

部乗数 (KIDとして捉えることができる。また，第2の局面は，運輸関係部門

への波及壱無視したサーピス部門のみとの誘発連関による物的生産部門への増

幅効果であり， したがって，それはサービス部門への波及を考慮した物的生産

部門の外部乗数 (K，Dとして把握される。しかし，ここで注意すべき点として，

上記いずれの局面分析も，物的生産部門と他の特定 1部門のみとの誘発連関を

考慮した，物的生産部門についてのいわば局部的な外部乗数効果を示すもので

あれ全部門との誘発連関壱考慮した，物的生産部門の総外部乗数 (RW)の効

果を示すものではない， とし、うこと壱想、起 Tべきである。したがって，特定2

部門聞に考察を限定したJ(l~ ないし I{1~ によ芯局部的外部乗数効果が小さくて
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表 3-2 物的生産部門の運輸部門経由による局部的外部乗数効果

大一 物的生産部「
第 業，一般電気

中|農林漁業化学工業，電力，金属製品

群
小 精密・その他，金属その他鉱業，窯業・土石，食料品

第
大 1 右油石炭製品，石炭右油・天然ガス

E 中|繊維製材家具バノ小紙

群
小 水道，都市ガス

第
大 l輸送機械

圃 中|建築・土木，印刷 出版

群
小|皮革ゴム

(分額基準)

大のグループ Kl!の各要素を横行にそってながめるとき， 0.001以上を圧倒的に多く含む
産業を示す。(これを 特来日でいえば その値が1.02以tの彦事にあたるの)

中のグル プ KJ~ の各要素が， O.OO1~O.OOOIの範囲に分布している産業を示す。(した
がって その行和が， 1.02から1.006の間にある産業に骸当する。)

小のグループ Kl~ の各要素が， 0.0001未満のものを多く含む産業を示す。(これは，行和
でみて y その値が1.006以下の産業にあたる。)

(なおj 第I群!第E群1 第皿群による産業区分は，表3-1のそれと同じである。)

も，この玄iFによる総外部乗数効果が大きくなってあらわれる場合も十分に考

えられるo うえで与えた(iii)の叙述は，乙の点を指摘したもの Cあり，かくて

その効果は， I<iPの上昇によって捉えることができるのである'"

以下におとなう九iおよび民iの具体的な計測結果の吟味についてはこの点

に留意しておく必要がある。まず，物的生産部門の運輸関係部門に対する局部

的外部乗数を表わす行列 (K1Dの名要素を検討して，物的生産部門に属する各

産業を，さきに与えた内部波及率による産業区分に応じて，さらに大中小の 3

グループに再配分したのが，表 3-2である。

これによれば，次の諸点が明らかになる。第 I群に属する産業は，物的生産

部門の内部波及部分が大きししたがって他部門の生産活動に依存することの

10) これは前節で与えた[定理 1)ξその〔系〕より， 総外部乗数 Eif》が Eji】=KrfKl~=K封 K1i と
表わされる ιとから明らかとなる。
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表 3-3 物的生産部門的-tt--l~:' ス部門経由による局部的外部乗数効果

物的生産部門に属する名 産 業 名

第|大|農林漁業鉄鋼業化学工業

中|一般電気金属製品電力

群
小|精密その他食料品金属その他鉱業窯業土石

第
大| 製材・家具・バノレプ・紙，糊

E 中!石油右炭製品石炭右油天然ガス

群叶柿h 柑

第
印刷出版

イE 建築・土木，輸送機械

群
小|庄草ゴ ム

(分類基準〕
K，iについてj 表 3-2で用いた分類基準をそのまま適用した。

最も少ない産業ではあるが，そのなかでも鉄鋼業，一般電気は運輸関係部門と

の誘発連関がかなり強しその結果，それらの生産活動壱初発点とする部門間

波及の効果も，運輸関係部門を通-r;s外部乗数効果によってさらに大きく増幅

されることがわかる向。また，これとは逆に，第皿群に属する産業は， 他部門

を介する波及部分に大きく依存する産業であるが， とくに運輸部門との誘発達

関のみに考察を限定すれば，輸送機械は運輸関係部門を通ずる乗数効果が著し

く大きし物的生産部門のなかでも最高を示している明。他方， 同じ第E群に

属する産業でも，建築・土木，印刷・出版，皮革・ゴムは，いずれも他部門依

存型の産業ではあるが，運輸関係部門壱通ずる乗数効果はそれ程犬きいものと

はいえない。

とすれば，これらの産業は，運輸院係部門壱介する波及の増幅効果よりも，

]1) たとえば K，i!ごお吋る鉄鋼業の行和は1.0374で，これは，物的生産部門平均の1.0177よちもか
なり大きし、。そして この結果は 物的生産部門での産業開波及が，運輸関保部門との誘発車関
の過程で，鉄鋼喋に対して3.74%の増淵効果をもたらすと解釈される。

12) 輸送機械の受付る増幅効果は， 5.42%を示している。
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むしろサーピス部門壱通ずる増幅効果の方が一層大きいのではないか， と推察

される o そこで，この点を明らかにするために，うえで行なった物的生産部門

の運輸関係部門に対する局部的外部乗数効果の分析手法を，サーピス部門に対

して全〈同じように適用した結果が，表 3-3である。

この表を，さきの表 3-2と比較 νてみよう。たとえば，第皿群に属する産

業のうち，輸送機械は運輸関係部門号通ずる乗数効果が著しく大きし物的生

産部門のなかで最高を示していたが，サーピ旦部門を通ずる乗数効果はそれ程

大きいとはいえないことがわかる向。これとは逆に， 印刷・出版の運輸関係部

門依存効果はさほど大きくなしサーピス部門を通ずる乗数効果の方がかえっ

て大きし物的生産部門中，最高になっている叫υ さらにまた，建築・土木と

皮草・ゴムの両産業について外部乗数行列の対応要素を吟味すれば，前者につ

いては，運輸関係部門を介する乗数効果よりもサーピ只部門を介する乗数効果

の方が僅かに大きく，後者については，これと反対の結果を示しているが，い

ずれも平均をかなり下まわっていることがわかる。

同様な計測結果の解析が，第 I群3 第 E群の諸産業に対してもなされうるが，

ここではその細説を省略する。

なお，ここで lつの問題が生ずる。それは，第皿群に属する皮革・コム，ま

た第E群に属する水道，都市ガ3えといった諸産業は，内部波及率からみて他部

門依存型の産業であると規定したにも拘らず， Kri， K11としづ外部乗数でみた

増幅効果は，いずれも大きくなってはあらわれていないとしづ問題である。こ

れについ1は，上に指摘したところから，次のような解釈が成り立つであろう。

上記の諸産業は， 内部波及率が小さいということから， それらの総外部乗数

(Ki~つはよきいと判断される。それにも拘らず， KI~ ， Kl~ でみた特定 2 部門間

13) 物的生産部門での産業間波及がサーピス部門との誘尭連関の過程で物的生産部門自体4こはねか
えってくる増幅効果は! 平均でみて1.69%増となっているがJ 輸送機械の受ける増幅効果は1.22
%で平均値を下廻っている。

14) 印刷 出版の受ける増幅効果は，運輸関係部門との誘発連関では0.59%増であるのに対しj サ
ピス部門との誘発連関では6.47%噌となっている。
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の局部的外部乗数の効果が小さくなってあらわれたことは Kl~ と Kl~ との相

互作用(より具体的には，サ ピス部門と運輸関係部門との誘発連関)による副次的

な交絡効果が大きいからではないかということ，とAである町。

[3J 生産・投入誘発係数による分析

以上においてわれわれは，物的生産部門の内部波及率に産業差が生ずる理由

として，他部門との誘発連関の過程によってもたらされる外部乗数効果を指摘

し，これに検討を加えてきたが，この他部門との誘発連闘をさらに 2つの側面

に分けて吟味することが可能である。その第 1の側面は， {生産誘発係数〉に

よる部門間生産誘発効果の判定であり，第 2の側面は， <投入誘発係数》によ

る部門間投入誘発効果の判定である。

いま，物的生産部門と運輸関係部門との特定2部門聞における上記2つの諸

概念とさきの外部乗数との関連性に注目すれば，前節で与えた定理により，つ

ぎの関係式が成立する向。

Bl~ = Kl~Bll = Bu十出lsBaiβ"

そして，この式は，物的生産部門の特定2部門間波及による自部門総効果(B，:)

が， i外部乗数×内部乗数J(第2式1::いう積の形でも表現できるし，また「自

部門内波及部分+他部門を経由する波及部門J(第3式)という和の形でも表現

できることを示している。とくに，この後者の表現形式によれば，部門間波及

の総効果 (B1D のうち，他部門を経由する波及部分 (αユ 3Ba~β，，)が自部門内波

及部分 (B，，) より分離された形1、与えられている。したがって， さきに外部

乗数(第2式の K1D で検討した物的生産部門の内部波及率における産業差は，

視点をかえれば， 生産誘発係数(第3式の α13)， 投入誘発係数(第3式の β，，)

の検討によって究明しうると考えられる o

15) この解駅の妥当性は. 3部門間波及を考置した外部乗数(すなわち，KRワの計測によって検
証されるであろう。

16) [定理1)の1)と〔定理2)の1)によるロ なお B占は，運輸関係部門の，物的生産都門と
の誘発連関を考慮した場合におりるj 自間「す置及の総効果を不す。
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表3-4 物的生産部門と運輸関係部門相互間の生産 投入誘発効果
(単位%)

運輸関係部門名 運的誘4輸発生，)の関産係列係部数平部門(α均門1・，~→生B物産u 
露誘B，員発，)長係の喜数行晴平(s均門91=誌A" 

物輸誘A，的関発，)係生の係部数行産平部門(α均門31=生B運産u 

国 鉄 2.13 1.35 0.72 

軌道道路旅客ーその他 3.01 0.57 0.33 

道 路 貨 物 3.19 1.43 0.70 

水 運 2.99 1.31 0.76 

耐h 空 4.73 0.03 0.02 

倉 庫 0.92 0.19 0.09 

通 {言 1.43 1.21 0.66 

(平 均) 2.63 0.87 0.47 

表 3~4 の第 2 欄， 第 3欄は a"と(3"との計調l結果壱要約的に表示した

ものである。まず，国"に注目しよう。表には，その列平均をかかげているが，

その理由は， αuの列平均によって， r運輸関係部門の物的産品投入が物的生

産部門へ与える生産誘発効果の影響力J壱把握できると考えたからである。こ

れによれば，運輸関係部門の物的生産部門へ与える生産誘発効果は産業jjlJにか

なりの差異がみうけられる。運輸関係部門のなかでも，とりわけ航空の与える

生産誘発効果が著しく大きしその影響力は4.73%を示している。以下，道路

貨物 (3.19%)，軌道・道路旅客・その他 (3.01)%，水運 (2.99%) となってお

り，いずれも運輸関係部門平均の2.63%を上廻っている。つぎにこれを， 生産

誘発効果の影響を受ける物的生産部門の各産業について知るために， α"の個

々の要素を吟味すれば，航空では石油石炭製品 (17.0%)• 輸送機械 (15.3%)， 

鉄鋼業 (10.0%).道路貨物では輸送機械 (12.90/0)， 石油石炭製品 (10.9%); 

軌道・道路旅客・その他では輸送機械 (11.9%) の諸産業が比較的大きい生産

誘発効果を受けることが判明する。

つぎにん1 については，その行平均を求め，それが表 3-4の第 3欄に示し

ている。(3"の行平均は， r物的生産部門の生産活動が要請する運輸産品投入
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図3-) 生産誘発係数による運輸関係部門の影響力と感応度
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大きく受けるものは，道路貨物(1.43%)，国鉄(1.35%)，水運(1.31%)，通信

(1.21%) となっている。しかしながら，ここで注目すべき点として，この仇1の

もつウェイトをさきの α"のもつウエイトと比較すれば，全般的にみてかなり

小さいという事実が指摘される町。このことは，物的生産部門と運輸関係部門と

し寸特定2部門聞の相互誘発関係において，物的生産部門の生産活動によって

もたらされる運輸投入誘発効果({3，，)よりも，運輸関係部門の物的投入によって

もたらされる物的生産誘発効果 (α日)の方が遥かにE郎、とし寸結論へみちひく。

そこでこの点を，さらに一歩立ち入って考えてみよう。さぎの a13(=BUA13) 

は，運輸関係部門の物的投入によってもたらされる物的生産部門への生産誘発

係数であったが，いまとれと比較するために，物的生産部門の運輸投入によって

もたらされる運輸関係部門への生産誘発係数 (a31ニ BssA:n)を計測し，その行

平均を求めたのが，表 3-4の第4欄である。この場合， α"の行平均は， I物

的生産部門の運輸産品投入によって運輸関係部門の受ける生産誘発効果の感応

度」を表わすと考えられる。 それゆえ，この αむの感応度(行平均)をさきの

a"の影響力(列平均〕と対比して図示したのが，図 3-1である。

17) 平均でみるとaα"は2.63%であるのに対し，白zは0.87%となっている。
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表 3-5 物的生産部門とサ ピス部門相互間の生産・投入誘発効果
〔単位%)

サービス部門名 量Aサ1発生，)係の産ピ列数部ス平部門(α均門12=→生F物 B物誘ー1的発1ピ)の生係凡行産数部平部門(s均2門・，~→投A入ザ" 物誘4発的1ピ)係の生ス行数産部平部門(α均門2・，~→生直Eサ" 

卸 7E 業 1.03 5_29 2.73 

売 業 1.33 0.38 0.26 

金 面虫 0.93 2.46 1.52 

保 険 0.84 0.22 0.11 

司ミ 動 産 1.57 0.05 0.04 

対事業所サービス 3.21 1.57 0.87 

対個人その他サーピス 1.34 0_09 0.19 

(平 均〉 1.47 1.44 0.82 

この図より，次の諸点が明らかになる。通信は，物的生産部門に与える生産

誘発効果は他の産業に較べて相対的に低いが，物的生産部門によって受付る生

産誘発効果は比較的高く，航空は，これとは逆に物的生産部門によって受ける

生産誘発効果は無視しうるほど小さし物的生産部門へ与える生産誘発効果の

方が圧倒的に大きい。しかし，いずれにしても，物的生産部門左運輸関係部門

との両部門聞における相互誘発関係を， 生産誘発係数(回目対 α，，)の比較によ

って検討すれば， α"のウエイトが α"のウエイト舎かなり大きく上廻ってい

るととが知られよう冊。そして，この事実は， 運輸関係部門の生産誘発効果が

大雪い， というさきの結論を一層裏づけることになる。

同様な分析は，サーピス部門と物的生産部門相互間についても行ないうる。

表 3-5は，サーピエ部門の物的投入による生産誘発係数 (q12=BUA12)， 物

的生産活動によるサービス投入誘発係数(s21=A21Bn)，物的生産部門のサーピ

ス投入による生産誘発係数 (U21= B22A21)の計測結果を要約的に表示したもの

である。これについての個々の検討は!その表をみていただくととにして，こ

こでは，そのうちとくに注目すべき次の一点を指摘するにとどめておこう。そ

れは，物的生産部門のサービス部門活動依存度を生産誘発係数と投入誘発係数

18) α"のウェイトはa 平均でみて， 0.47%である。
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図3-2 生産誘発係数によるサーピ月部門の影響力と感応度
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との 2側面に分けて分析するとき，物的生産部門の生産活動によるサーピス投

入誘発効果 (sn)は， サーピス部門の物的投入による物的生産誘発効果 (αu)

にほぼ匹敵するとし、う事実である問。これは， さきに指摘した物的生産部門と

運輸関係部門との相互誘発関係の分析よりえた結論 すなわち運輸投入誘発

効果 (s，，)に較べて物的生産誘発効果 (a，，)の点が遥かに強いという結論ーー

ときわだった対照を示してし、る。

また α'"の列平均は Iサーピλ 部門の物的産品投入ノ戸物的生産部門へ与え

る生産誘発効果の影響力」を a"の行平均は I物的生産部門のサーピス産

品投入によってサービス部門の受ける生産誘発効果の感応度」を表わすと解釈

される。そこで，この両者の関係を図示したのが，図 3-2であるのこの図よ

り，aaと α"とにおける十一ピ凡各産業の順位交替現象を， 当該各産業のも

つ性格左結びつけて考えるならば，幾つかの興味ある事実が導出されるであろ

つn

[4 J 複投入係数による分析

とれまでの分析は 3部門聞の連関構造をみる場合，物的生産部門を基軸と

して，それと他の 1部門(運輸関係部門またはサービス部門)との特定2部門

19) 費 3-5によれば，的2対戸"は，平均でみて1.47%対1.44%となっている。 なお s"にくらへ
てs"が大き〈出ている除困は!物的生底活動じよって受けるサ ピλ部門の受注効果のうち，と
くに卸売業の受ける効果が大きいためである。
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表 3-6 運輸関係部門のサーピス部門介入による物的産品投入効果

ε込

物関係ー的係数ピ部生ス(A産部門11b〉部門の←門複列←運投和サ輸入運輸関係部門名 物輸係数的関生係(A産部，，)部門の門・列←投和運入 (bja) x 100 

国 鉄 0.2049 0.2104 102.7 

軌道道路旅客・その他 υ2~45 0.2900 101.9 

道 路 貨 物 0.2938 0.3013 102.6 

水 運 0.2888 0.2966 102.7 

航 空 0.4478 0.4597 102.7 

倉 庫 0.0931 0.0964 103.5 

通 信 0.1352 0.1389 102.7 

(平 均) 0.2448 0.2509 102.5 

なお(平均)は!運輸関係部門の各産業の総生産額をウェイ 1にした当該列和の加重平均である。

聞におけるいわば局部的な波及効果の解明に力点がおかれてきた。それでは，

との特定2部門間の誘発連関について，新たに第3の部門が介入することを許

容したとき，それがいかなる変化を惹起するか一一これをつぎに考えることに

しよう o そこで，この点壱解明するための 1手段として，われわれは， {複投

入係数〉なる概念壱提案した。さらにその意義も前節で検討したが，その骨子

は， (直接的ノレートによる投入係数)+ (間接的ノレートによる投入係数)を 1つの

総合的な投入係数として考え，これを〈複投入係数〉と定義し，これによっ C

錯綜した異質部門間相互の連関構造壱より簡明に把握しようとすることにある。

表 3-6， 3-7は，運輸関係部門→十一ピス部門→物的生産部門，千ーピ

ァ、部門→運輸関係部門→物的生産部門の複投入係数，すなわち Al~.Al~ の計測結

果をそれぞれ要約表示したものである町。た左えば，表 3-6の見方を説明する

と a欄は，運輸関係部門の物的投入という直接的ノレートによる投入係数(A，，)

の各列和を運輸関係部門の当該産業別に示しており，また b欄は，この直接的

ノレートによる投入係数 (A，，)に，サ ピス部門の介入壱認めた間接的ノレートに

よる投入係数 (AuB22A~3) を加えた， つまり複投入係数 (A，l)の各列和を運輸

20) これら諸概念の経済的意味については，前楠 pp.42-43の説明を参照されたいD
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表 3ー 7 サーピス部門の運輸関係部門介入による物的産品投入効果

a b 
物的生産部門←サ|物的生産部門←運

サ ピス部門名 | ピス部門ー投入|輸関係部門←"j-'= I (bja) x 100 
係数(Aωの列和 |ゼス部門・複投入

盈盆己牟2塑型

卸売業 ω9悶30 0.1叩04釘7 112.6 

小売業 O.12~お57 0.1臼316 104.7 

金 融 0.0902 仏口964 106ι;.9 

保 険口 08，白41 0.(ω92羽 1口凹9.4

不動産 0.13幻72 0.1日37九3 1口J.l

対事業所サ一ピJメヌ 0.3お314 0.3臼38釘5 1口2.1

対個人その他サ ピJメス 0.1却 0，1臼35臼3 103.7 

(伊平 均切) I 口 1瑚2加曲 | ω辺却3 105 

なお(平均)はz サ ピス部門の各産業の総生産額壱ウエイトにした当該列和のIJ日軍平均である c

関係部門の当該産業別に示している。それゆえ， この両者を比較すること(第

4欄の具体的数値)によって，サービス部門の介入による運輸関係部門→物的生

産部門の間接的投入増幅効果の犬小が判定できる。表 3-6によれば，その効

果は3 運輸関係部門の平均でみて2.5%増と比較的低しまた産業~Ijによる変動

の幅もかなり小さく現われている。これは，表 3-7の計調u結果と較べるなら

ば，一層判然とするであろう。

運輸関係部門の介入によるサービス部門→物的生産部門の間接的投入増幅効

果については，サーピス部門平均でみると5.0%増を示しており，これは上で計

測したサービス部門介入による運輸関係部門の投入増幅効果の 2倍となってい

る。これをまた，サーピス部門に属する各産業について検討すれば，卸売業の

物的投入に占める間接的な増幅効果が最も大きしその比率は12.6%増となっ

ている。 さらに， その効果の大きい産業として保険 (9.4%増〉と金融 (6.9%

増)の2産業が指摘され，他はすベて平均を下廻っている。

以上，われわれは全産業を，物的生産部門，サーピス部門，運輸関係部門の 3

部門に分割して，われわれが提示Lた諸係数に関する計測結果を説明してきた。

とれらは. 3部門分割モデノレ号適用した場合にえられる計測結果の 伺jにすぎ
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ない。目的に応じて，さらに種々の分析が可能と思われるが， ともかく以上の

分析によって，各産業の特徴をかなり詳細にえがき出すことができたと思う。

ただ，上の分析は逆行列係数に関する係数値の静態的な比較にとどまっ-C¥、る。

したがって，これらの係数値に最終需要の構造壱結びつけること，動態的な比

較を行う己と等が今後の課題となるであろう。
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